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こんにちは。
私たちは、労働組合や中小業者、農民、弁護士、医療団体、市民団体などが、力をあわせて憲法を守り生かそうと運動をすすめている「戦争する国づくりストップ！　憲法を守り・生かす共同センター」です。この場をお借りして、「安倍9条改憲NO！憲法を生かす3000万人署名」へのご協力をお願いしています。
みなさん、
安倍首相は5月3日の憲法記念日に、改憲派の集会に寄せたビデオメッセージで、「2020年を新しい憲法が施行される年にしたい」という気持ちは「今も変わりはない」と断言し、改憲への執念をあらわにしました。
そもそも憲法を尊重し、擁護する義務を負っている総理大臣が、改憲の“旗振り”をすること自体が憲法違反です。憲法を壊そうとする安倍首相に、憲法を語る資格はありません。
安倍首相は2年前の憲法記念日に、「憲法9条に自衛隊を書き込むという明文改憲案」を明らかにしました。そして、自民党は昨年、それをもとに改憲４項目素案をまとめ、今度の参議院選挙で「改憲」を最大の争点にしようとしています。

改憲を許せば、憲法9条2項の戦力不保持と国の交戦権否認の規定が空文化・死文化し、自衛隊が大手をふって、海外での戦争に参加することが可能になります。

いまの自衛隊は、2015年に安倍政権が強行した安保法制、戦争法によって集団的自衛権が行使できる自衛隊です。アメリカに命じられれば外国で戦争できる自衛隊です。そんな自衛隊を憲法に書き込んでしまえば、際限なく日本がアメリカとともに海外で戦争できる国になってしまいます。
今年の憲法記念日に、朝日新聞がおこなった世論調査では、憲法を変える機運が「高まっていない」が72％。9条を「変えない方がよい」が64％と、国民の多数は改憲を望んでいません。

国民が求めてもいない改憲を押し通そうとすることは、最悪の立憲主義破壊です。

「安倍9条改憲NO！　憲法を守りいかす　3000万人署名」で国民の声を示し、参議院選挙の結果できっぱりと安倍改憲に審判を下しましょう。
みなさん、
安倍政権は、今年10月からの消費税10％への増税を狙っています。2014年に5％から8％に増税されてから、私たちの家計も賃金も下がる一方です。内閣府の統計でさえ、景気動向指数が悪化したと発表しました。こんな状況で増税できるでしょうか。
安倍政権は、幼児教育や保育の無償化など社会保障や教育を充実するために消費税増税をすると言っています。しかし、安倍政権がいう保育や高等教育の無償化は、無償化ではありません。無償になるのはほんの一握りです。社会保障や教育を充実するなら、生活に困っている人にも負担を強いる消費税を財源にすべきではありません。富裕層や大企業から、応分の税金をとるべきではないでしょうか。
「改憲も増税も許さない」運動を広げ、参議院選挙をチャンスに安倍政権退陣へと追い込みましょう。
みなさん、
憲法や私たちの平和や安全を考える上で、沖縄のことは欠かせません。いま、名護市辺野古では、アメリカ軍海兵隊の新基地建設がむりやり進められています。ジュゴンやサンゴなど貴重な動植物が生きるきれいな海が埋め立てられています。
沖縄県のみなさんは、繰り返しこの新基地建設に反対の意思表示をしてきました。新基地建設NOをかかげる県知事や国会議員を生み出してきました。今年2月には、新基地建設を問う県民投票で、7割もの人が反対票を投じました。
沖縄にいる海兵隊は、日本の防衛のためにいるのではありません。イラクやアフガンなど、アメリカが海外で戦争するときには、まず海兵隊が攻め込みます。殴り込み部隊のための基地はこれ以上いりません。辺野古への新基地建設は中止し、海兵隊普天間基地は無条件閉鎖・撤去すべきです。

みなさん、
それではどうやって日本の平和と安全を実現すればいいのでしょうか。安倍政権が壊そうとしている憲法9条をいかした平和外交こそ、わたしたちに必要な安全保障です。日本は、国同士のもめごとは平和的外交的に解決することを大原則にし、非核化・平和体制づくりへ話し合いがすすんでいる朝鮮半島のうごきを後押しすべきです。日本は、核兵器禁止条約に調印・批准し、核兵器禁止・廃絶の実現をねがう圧倒的多数の国々や人々と手をつないで世界全体の平和を促進する先頭に立つべきです。安倍政権では、絶対に実現できません。

私たち国民の財産である憲法を守りましょう。「安倍９条改憲ＮＯ！　憲法を生かす3000万人署名」で「戦争する国」づくりを許さない世論を広げましょう。参議院選挙で安倍政治の暴走をストップさせましょう。3000万人署名へのご協力をお願いします。
